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1 3反木満 13反 5反
専業農家総数 55年 1.311 1，(;85 
6C年 1.268 1.526 
増減 43 -159 
55. 6C年とも同じ階層の専業であったもの
55. 6C年とも専業で，その階層から他階層へ移ったもの 92 300 I 
55. 6C年とも専業で，他階層からその階層へ移ヮたもの 146 259 
差 54 -41 
55年その階層の専業で. 60年他階層の兼業となったもの 68 247 
6C年その階層の専業で. 55年他階層の兼業であったもの 130 218 
差 62 29 I 
55. 6C年とも岡階層で，専業から兼業化したもの 331 4R3 I 
55. 6C年とも同階層で，兼業から専業化したもの 402 414 
差 71 -69 
農家でなくなったもの 365 134 
農家にな勺たもの 135 114 
























時間帯暗号|その他のためす たため めのためめ J 
専業 55.3 16.3 28.4 2.6 18.1 35.5 7.7 36.1 
3反未満 I 兼 47.9 21.7 30.4 2.4 18.2 16.4 7.5 8.6 46.9 
E 兼 58.6 6.7 23.7 1.0 12.6 14.0 22.9 8.8 40.7 
専業 38.1 36.4 25.5 4.2 16.1 21.9 9.9 47.9 
3反-5反 I 兼 42.9 30.8 26.3 2.7 14.8 12.1 8.1 9.4 52.9 
E 兼 53.4 16.8 29.8 1.2 10.7 14.0 20.4 8.5 45.2 
5反ー7反|専業 124.91 52.21 22 6.61山 ||168101| 山|| 521 
7反ー llDJl専業 114.41ω1 23.7 6.31 8.9 1 13.2 1 0.1 1 12 






















表 4 農家の経済指標 (1961年度〕
5 反未満 5反 1町
ド専業 I 兼 1 J[兼|専業 I 兼 E 兼
3，80 I 4，77 I 4，93 I 5，10 I 5，70 I 5，83 
3，41 I 3，9 I 2，98 I 8，01 I 7，89 I 7，05 

















































専業[1 兼 i正兼 専業[1 兼[:n:兼
世帯 員 数 88 96 93 94 100 97 
総農業労働時間 84 96 78 94 95 90 
農業経営費 112 189 111 147 136 126 
農 業所得 108 168 93 122 128 106 
労働時間当物財費 135 201 146 157 113 112 
労働時間当純生産 128 172 119 130 134 118 
註 1 数字口昭和 34年度を基準とする昭和 36年度の指数を示す。
2 兼業農家については資料の闇保上それぞれの「勤務者のいる農家」につい
て示した。

































表 6 55年の零細農家の 5年聞の変動 〔構成比)
55年の農業区分 I~ ~反未満 l 
専業 11 兼 1][ 兼専業 11 兼 1][ 兼
農家でなくなったもの 27.8 14.8 18.a 8.0 4.3 
経営耕地階層が同じもの 60.0 64.8 72.3 59.6 66.0 
下層に移行したもの 0.2 。‘1 0.2 12.8 11.1 
上層に移行したもの 12.0 20噌3 8.6 19.6 18.6 































20.4 I 20.1 
15.9 I 12.9 
9.2 I 1.6 














4) 高知県下の実態調査で. 5反未満専業農家の平均世帯貝数が 1.6人であヮた例が報告されてL、
る。畳田尚，純農村地域における過剰人ロ，東畑精ー嗣「農村過剰人口論I259頁参照。





全府県 12.5 18.6 15.9 9.4 
東北 6.9 13.3 8.9 6.1 
関東 10.7 18.4 12.6 8.5 
北陸 7.4 10.1 13.2 7.8 
東山 10.5 18.4 15.3 9.4 
東海 7.8 13.0 12.3 7.4 
近畿 10.1 16.0 14.5 7.3 
中国 14.4 19.0 20.4 11.8 
四同 14.6 23.7 18.0 10.0 


































6) ここでは零細専業の脱設的性格を強調 Jているが， これは経営耕地の狭小な専業農家が一様に
農業離脱の過程を辿っていることを意床するものではなし、。















































































55年は専業 5反 1町 7.5 
55年は兼業 r~ 反未満 34.9 
5反 1町 6.5 
55年は上記以外の農家 0.8 
5年聞に農家になったもの 8.9 
























零細専業農家の准積構造 (4M3) 51 
表 1 G反未満農家の世帯主・あとつぎの兼業離脱情況
ドわれ兼業 [Ii[J品宣|役暗雲自兼自営業 吸耐血I 
5〔65年0年のに世農帯家主で・なあい上もつのぎはの含兼ま業なしつ A 5，961 
「世世帯帯主主 あとつぎざj兼従業事でな〈〈 なづた農家
の ・あとつが しななった兼業 B 429 
向上構成比 30.9 
B/ A X100 7.2 
帯「世主帯主あ・あとつ従ぎJ事兼業になうった農家た兼の世
とつぎが す呂ょになり 業 C 970 
B-C 541 
註 I 数字は6C年に 5反未満であったものについて示す。
2. r 接調査結果報告書jより算出n
表 12 農家の所得水準と家族労働の所得形成力
9713，073 6，255 15，386 
181 421 522 1，390 
1.3 30.3 37.5 100.0 
18.6 13.7 3.8 9.0 
51 522 520 2，017 









































































表 13 5反未満新設農家の専業率E新設理由の構成 (地方BI)
E反農未専家満業に新り占
新 設 理 白
l以官叩ヵペ設比め率る 分家してにんでい てきてはじ合 計はじめた めた
都府県 13.4 37.3 49.8 12.9 100.0 
東 北 4.8 36，2 53.3 10.5 100.0 
関 東 15，7 45，2 45.7 9.1 100.0 
北 陸 6.4 46.1 46.2 u 100.0 
東山・東海 11.0 43.9 39.8 16.3 100.0 
近 畿 9.5 35.5 58.2 6.3 100.0 
l 中 国 9.5 26.7 60.4 12.9 100.0 
四 国 10.2 37.4 50.3 12.3 100.0 



































零細専業農家の堆積構造 (487) 55 
くなったようにみえる。これら脱農的な専業農家にも比較的容易な兼業は人夫・日雇等
の臨時的賃労働もしくは内職であろう。失対労務者，雑役もしくは内職従事岩を兼ねた
老人夫婦型，母子家庭型の零細農家とし、うのが，この種農家の一典型ではないだろうか。
なおこうした動きは「高度経済成長」の一局面に現れた現象であり，基幹的労働力他出
型の「農家」が今後し、かなる姿態をとるかは，日本経済の全般的動向に大きく左右され
ょう。
